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Ⅰ.はじめに 

【研究の背景】我が国では，自己実現の概念は，高齢者を対象とした政策や福祉サービスの指針

となる視点の一つとされているが，高齢者の自己実現に着目した研究は少ない．その理由には，

自己実現の概念の意味内容が十分に明確にされていない（黒川，1971），また，自己実現という概

念は，これまで「生きがい」という文脈の中で語られ，自己実現そのものに着目した研究があまり行

われてこなかったということが考えられる．しかし，自己実現という概念を政策や福祉サービスの指

針とする以上，高齢者の自己実現そのものの実態を明らかにする必要がある．マズローが，「自己

実現者は，中年およびそれ以上の年齢の人である」と述べていることから，自己実現は，年齢と関

係があるのか着目に値する． 

【先行研究】川元（1998）は，高齢者を対象とした福祉サービスの効果評価に自己実現の概念の

導入を可能にするために， A.ジョーンズがマズローの理論に基づき個人が自己実現を達成して

いる程度を測定するために開発した Short index of self-actualization(SSA)を用いた研究を行った.

また，同様の SSA を用いて調べた関根(2001)は，高齢者の自己実現傾向との関連を報告している．

この 2 つの研究で使用された SSA は，大学生という年代，白人という人種に限定して開発された尺

度であり，日本人高齢者の自己実現を適切に測定していたとは考えにくい．日本在宅高齢者を対

象とした自己実現尺度としては，清重（2009）が開発した自己実現トータルスコア（self‐

actualzation-17：SAT-17）がある．清重は，高齢者の自己実現に関連する要因をいくつかは示し

てはいるが，高齢者の自己実現を支援していく上で，介入の糸口となる要因が明らかにされている

とは言い難い． 

【研究の目的】自己実現という概念は，政策や福祉サービスの重要な指針とされているこ 

とから，地域在宅高齢者の自己実現そのものの実態を明らかにするとともに，尺度を用い 

て測定し関連する要因を明らかにすることである． 

【操作的定義】自己実現とは，「高齢者が日々の生活の中で，ある価値にかけている自己の実現で

あり，その過程の中で新たな自己の価値を発見することを通して，自己を成長させ，いきいきとその

人らしく生きている状態」とする． 

Ⅱ.研究方法 

【調査対象と方法】鹿児島県霧島市在住の 65 ～79 歳の高齢者 18,524 人（住民基本台帳人口

2011 年 6 月 1 日現在）から無作為に 500 名（2.7％）を抽出し，2011 年 8 月 5 日～20 日にかけて，

返信用封筒を同封した自記式質問紙を郵送し，無記名で回答を依頼した．255 人から回答を得て

（回収率 51％），254 人を有効回答とした． 

【分析方法】地域在宅高齢者の自己実現に関連すると考えられる要因として，基本属性（年齢，性

別，配偶者の有無，家族構成，居住年数）に加えて，健康状態（受診状況，外出頻度，老研式活

動能力指標：手段的自立），社会経済的状況（暮らし向き，教育年数），社会関係性（橋本（1997）

ら，尾島（1998）らによる高齢者における社会活動指標， 栗本ら（2011）による日本語版 LSNS‐6

（以下日本語版 LSNS‐6 得点）を独立変数として用いた．従属変数としては，清重（2009）によって

開発された日本人在宅高齢者を対象に開発された自己実現トータルスコアを用いた．まず，地域

在宅高齢者の自己実現得点の現状を把握するために，単変量解析を行った．次に，自己実現得

点に関連する要因を把握するために，相関分析を行い，関連がみられた変数を独立変数として用

い，年齢，性別，配偶者の有無，居住年数を調整変数として，自己実現得点を従属変数とする重

回帰分析を行った．統計ソフトは，SPSS for Windows ver19.0 を使用し，有意水準 5％未満とした． 
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【倫理的配慮】桜美林大学研究倫理委員会の承認を得た． 

Ⅲ.結果および考察 

 重回帰分析の結果，年齢，外出頻度，手段的自立得点，暮らし向き，教育年数，社会活動指標

のうち社会参加・奉仕活動・収入のある仕事の 2 側面， LSNS‐6 の 8 変数が有意な影響をもつこと

が示された．つまり，教育年数が長く，暮らし向きがよく，手段的自立度が高く，社会参加・奉仕活

動や就業による社会活動を行い，外出頻度が多く，ソーシャル・ネットワークがよく築かれており，そ

して年齢が高い人ほど，自己実現の程度が高くなるということが示唆された．本研究は，横断研究

であり，80 歳以上の後期高齢者や超高齢者を対象としていないことから，予測の域を超えないが，

マズローが，自己実現への欲求を人間の成長としての最終段階に位置づけているという点からも，

自己実現という内面的な側面においては，高齢者は，成長発達を遂げているのかもしれない．地

域在宅高齢者の自己実現への志向性は，決して衰退していくのでものではなく，高まっていくもの

であるという結果を見出せたことから，高齢者の自己の世界の成長に視点をおいた関わりの重要

性を認識するに至った. 
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